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• 教育施策を効果的かつ着実に進めるとともに教育政策の意義を
広く国民に伝え理解を得る上でも施策の目的に照らして求める
成果を明確にするとともに客観的な根拠（エビデンス)を整備し
て課題を把握し評価 結果をフィードバックして既存の施策や新
たな施策に反映させるといった客観的な根拠に基づくPDCAサイ
クルの確立をさらに進めていくことが必要である。

（第3期教育振興基本計画,p.20）
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教育政策は達成すべき価値が肥大化する性質が
あるからこそ実践(プラクティス)レベルでの実現可能性
(フィージビリティ)を重視した政策決定が行われる必要がある。
→実践（プラクティス）を重視した政策PDCAサイクルの必要性

大学入試のあり方に関する検討会議,第5回末冨報告資料2020年4月14日
2

教育政策では

学校レベル
教員レベル
での

実現可能性
（フィージビリ
ティ）が十分検討
されていることが
政策の効果を担保
する条件



政策PDCAサイクルでいうと中教審はAct→Planの機能を担う
高校マネジメントの課題の検証と明確化(Check)
実践（Do/プラクティス)の段階での改善メカニズムは明らかにさ
れているか？（リサーチとエビデンスは十分か？）
• 一方、現行制度では、必履修科目を全ての生徒に履修させた上で、選択科目等を自由に開設

できる制度となっているが、多くの学校では、教育目標は掲げられているものの、教育課程
と十分に関連付けられていなかったりするなど、生徒の個性や社会の人材需要等に基づいた
学校の特色を発揮しきれていないという課題がある。

• このため、全ての高等学校において、教育理念を明確化するとともに、教育理念に基づき、
生徒の受入れ、教育課程の編成・実施、修了認定等を通じた一貫した教育活動が行われるよ
う、生徒受入れに関する方針、教育課程編成・実施に関する方針、修了認定に関する方針を
定めることとする。 （教育再生実行会議第11次提言・p.21）

カリキュラムマネジメントが良好に機能し、学校の特色を発
揮することは重要な指摘である。

カリキュラムマネジメントが良好に機能している学校とそう
ではない学校との違いが何なのか、リサーチとエビデンスに
もとづいた検証が十分か？

教育理念の明確化、教育課程の編成・実施に関する方針・修
了認定に関する方針が、教員の教育活動を活性化し、生徒の
アウトカムにつながる改善メカニズムはいかなるものか？

▶本ワーキングでは
グッドプラクティ
ス中心の検討。
▶なぜうまくいって
いない学校がある
のかの検証も重要
▶のぞましいのは政
策提言や諮問の前
に行われるべき事
前リサーチ
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高等学校改革の目的の明確化が必要
誰にどのようなアウトカムを実現したいのか？
実践（プラクティス）の蓄積・検証やフィージビリティ検証・
改善メカニズムの設計は十分か？

地域

• 持続可能な地域社会

• 少子化の中でも質の
維持・向上ができる
高校教育機会の確保

• 高校との協働による
地域活性化

生徒

• 学習意欲の向上

• 学習時間の改善

• 生徒一人一人の能力，
適性等に応じた指導
（個別最適化された
学び）

普通科の
多様化

スクール
ミッション
スクール
ポリシー

地域社会や大学等と
の連携・協働（自前
主義からの脱却）

複数高校間の
ネットワーク

教職員
集団

コーディ
ネーター

（教員に限
定して良い
のか？）

実践（プラクティス）の蓄
積・検証によるフィージビ
リティ(実現可能性)の高さ

挑
戦
的
な
政
策
ア
イ
デ
ィ
ア
ゆ
え
に

フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
検
証
・
改
善
メ

カ
ニ
ズ
ム
設
計
が
有
効
な
改
革
で
あ

る
た
め
の
必
要
条
件
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スクールミッション・スクールポリシーについては
意思決定の複雑性が高くフィージビリティ検証が必要

都道府県

教育委員会

高校

校長

高校

校長

高校

校長

スクール

ミッション
の設定

市町村
(長・教育
委員会)

知事

教職員

地域住民

保護者

生徒

スクール
ポリシー
の設定

多様なス
テークホ
ルダーの
利害・意
見調整

一方向型トップダウ
ン決定による実効性
なきスクールミッ
ションの懸念
※校長のリーダー
シップのみを強調す
る場合スクールポリ
シも同様の懸念

長野県等での
先行事例のプ
ロセスと効果
の検証が重要

学校運営協議会での
校長専任・評価や教
職員参画等による学
校マネジメント改善
の実態検証が必要 教育活動の実施
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日本の教育学研究の実証・理論はトップダウン型ではなく
「分散型リーダーシップ」の有効性を示すエビデンスが多い

▶一面的な理解・文部科学省2018「学校組織運営体制の在り方について（論点の整理）」（中央教育審議
会・学校における働き方改革特別部会・平成30年5月18日））

×権限と責任をもった主幹教諭をはじめとするミドルリーダーがリーダーシップを行使する「分散型
リーダーシップ」をモデルとした組織運営を進めていくべきであると考える。

志水2020,pp.172-173

「力のある学校」
日本の第一条件は「気持ちの
揃った教職員集団」

欧米のEffective Schoolとの
違い
-校長が人事権予算権を握る欧
米とは異なり
-日本では校長のリーダーシッ
プとともに「気持ちの揃った
教職員」の重要性が高い

篠原(2013,p.188)
分散型リーダーシップ は
実践を重視

「実践の構成主体 として
保護者および地 域住民、
児童生徒、NPO や民間企
業 、大学や福 祉等の専門
機関をも包摂しその多様な
関係 性の動態を解明する
理 論として構築されてい
る点である。

露口(2011,p.188)

各学校組織では，授業改善
プロセスにおいては，LST
（末冨注：授業改善チー
ム）という「組織」が重要
であり，(中略)協働性や授
業改善を説明する研究は，
分散型リーダーシップ・ア
プローチの特徴であり，長
所でもある。
※佐藤・山田2019も類似の
知見

スクールミッションやスクールポリシーを有効なカリキュラムマネジメントや
プラクティス（実践）に高めるためには、学校・教育委員会の組織実態に即した
改善メカニズムの検証や設計が重要（普通科改革も同様に現状の教育実践や
学校マネジメントの検証と改善メカニズムの設計が重要）
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複数学校間のネットワーク、スクールミッション等の
本WGの検討事項においては、文科省・教育委員会の学校に対す
る支援機能の向上も問われることになる。

スクールミッション

▶教育委員会の高校スクールミッショ
ンの手法をどのように開発するか？

（文科省のリーダーシップも重要：多
様なステークホルダーの利害調整の手
法に関する都道府県教委の蓄積や経験
の共有・モデル化等）

複数学校間のネットワーク

▶複数学校間の連携組織をどのように
開発するか？

（人口減少地域の高校、小中連携の蓄
積やケーススタディの経験をどのよう
に検証し活用・普及していくか？）

複数学校間でのネットワーク(Multi Schools 
Organisation and Network)やリーダーシップに
ついては国際的に実践も理論も途上。
それゆえにプラクティス（実践）を検証し支援し
ながら、質を向上させていくエビデンスベースド
の政策PDCAがきわめて重要
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Suetomi2019(日本)

Ueda2019
(イギリス)

Xu2020
(中国)

★文科省の教育委員会支援や、教育委員会
の連携組織開発・支援・単位学校マネジメ
ント支援など、中央・地方教育行政の支援
機能の向上が問われる



日本
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トップ
リーダー
(CEO)

校長 校長 校長

イギリス（イングランド）

複数学校間の組織・ネットワークを良好に発揮させるリーダー
シップ（システムリーダーシップ）は日英で生成のメカニズムが
異なる（仮説段階だが）。
そもそも校長の育成に関する政府機能や専門家関与の強さがまっ
たく異なる。

▶政府機関と研究者の協働による校長研
修・育成支援
（エビデンスとリサーチを重視した政策
PDCA）▶Ofstedによる監査・評価と改善支
援（広瀬2019）

校長

校長 校長

校長

▶日本の成功事例：小中連携組織での校長間の
持ち回り式連携組織リーダー制による校長のシ
ステムリーダーシップの形成(Suetomi2019)
▶日本の校長研修・養成のいっそうの質量の改
善
（例：教職大学院と教育委員会連携の拡大によ
るエビデンスとリサーチの活用等）



「生徒の学習意欲を喚起し能力を最大限伸ばす」ためには、
普通科改革等の学科再編以外の政策オプションも重要
（高校におけるチーム学校の充実・中高連携の拡大）

高校ワーキング第1回資料より

高等学校改革だけでは解消しきれない
子どもの貧困問題や学習環境等の格差問題を顧慮する必要がある
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東京都子どもの生活実態調査（2016年調査実施）10

家で勉強
できる
環境がな
い高校生

公立に落ちた
から私立に行
く不本意進学
層の多さ（地
方では家計の
苦しさを考え
ると公立の第
一志望校に挑
戦できない困
窮層高校生）
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29.6%

14.3%

18.2%

34.1%

56.0%

53.7%

61.2%

53.7%

7.6%

15.1%

11.1%

6.5%

4.4%

11.9%

6.0%

3.6%

1.0%

1.7%

2.2%

0.8%

1.5%

3.3%

1.4%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

困窮層

周辺層

一般層

いつもわかる だいたいわかる あまりわからない
わからないことが多い ほとんどわからない 無回答

東京都調査・授業の理解度（小学５年生）
困窮層では、３割近くが学校の授業が「わからない」

授業がわからなくなった時期
（小学５年生・あまり＋わからないことが多い）
困窮・周辺層では、５割近くが低学年の頃から授業が「わからない」。

7.5%

24.2%

7.8%

14.2%

5.4%

6.6%
0.0%

3.4%

2.1%

9.1%

22.5%

16.9%

41.8%

32.1%

20.7%

37.0%

35.8%

31.9%

33.4%

37.4%

12.4%

10.7%

15.2%

13.5%

12.0%

12.7%

12.4%

4.8%

15.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

困窮層

周辺層

困窮層＋周辺層

一般層

１年生のころ ２年生のころ ３年生のころ ４年生のころ

５年生になってから わからない 無回答

出所： 東京都 子供の生活実態調査 報告書 （2017）

首都大学・東京 阿部彩教授提供資料
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2018年5月17日内閣府子供の貧困対策に関する有識者会議・末冨報告資料

進路選択を迫られる
高校生だからこそ
スクールソーシャル
ワーカー、キャリア
カウンセラー等の専
門職、地域支援団体
などとの連携拡充が
不可欠（例：高校内
居場所カフェ等）

とくに困難な状況にある高校生が多い学校ほど教職員
配置体制が拡充されることも必要

教員の働き方改革は高校も共通課題
必要な人材・予算が保障される仕組みなしに、いかな
る改革の効果も担保されえない。
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